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第６回都市農業の振興に関する検討会 

 

                    日時：平成 24年４月 12日（木）16：00～18：00 

                    場所：農林水産省 第３特別会議室   

 

午後 ４時００分 開会 

 

○田中都市農村交流課長 定刻になりましたので、ただいまから第６回都市農業の振興に関

する検討会を開催させていただきます。 

 委員の皆様方におかれましては大変ご多用にもかかわらず、ご出席いただきまして本当に

ありがとうございます。 

 本日の委員の出欠状況でございますけれども、二村委員におかれましては所用によりご欠

席ということで、二村委員が所属されております名古屋農協から寺西常務理事にご出席いた

だいております。よろしくお願いいたします。また中井委員、また矢野委員におかれては遅

れてご到着されるということでございます。その他の委員におかれてはご出席いただいてお

りまして、お手元の座席表のとおりでございますので省略させていただきます。また、役所

側の出席につきまして、農水省はいつものとおりでございますが、今回も国土交通省都市計

画課、それから公園緑地・景観課からご出席いただいております。ありがとうございます。 

 それでは、本日の検討会の開会に当たりまして、農村振興局長からご挨拶申し上げます。

よろしくお願いいたします。 

 

○實重農村振興局長 どうも委員の先生方には大変お忙しい中、ご参集いただきましてあり

がとうございます。 

 この都市農業の振興に関する検討会を開始いたしましてから、たび重なるご議論をちょう

だいいたしました。また、現地にも行っていただきまして、実際に都市農業をなさっている

方々とも意見交換をしながら、現地の様子をご覧いただいたところでございます。さらに、

先般来、各委員から資料をお出しいただきまして、これも懇切丁寧にご説明をいただき、意

見交換をいただいたところでございます。大変深い議論をしていただいておりますし、また、

多岐にわたるご議論をちょうだいしていると思っております。そこで、本日は、今まで出し

ていただいたご意見などを分類と申しますか、整理をしております。この検討会の性格でご

ざいますけれども、やはりこれは都市農業に関する施策を進めていくところにあろうかと思

っております。これまでの検討会において、委員の皆様からいろいろご指摘、ご注文、ご提

言がございましたが、ご議論いただきながら施策に反映するようなことを続けて都市農業の

振興を図っていく必要があると思っているところでございます。 

 そういう意味で、検討会が国の審議会でよくありますように、スタートして、答申が出て、

それで終わりで検討会が終わりになるというような形ではなく、いただいている課題も大変

多岐にわたり、大変難しいものもございますので、できるだけ早く反映できるものから早く

反映していくと、一定の期間を要するもの、国民のご理解を得る必要のあるもの、こういう

ものについてはそういった努力をする、こういうような形で進ませていただければありがた

いと思っております。 
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 そのためにも、委員の皆様方のご意見も多岐にわたっておりますし、またところどころ若

干温度差があるご意見もございますので、一定の集約に向けてこれから若干議論をしていた

だく会を何回かさせていただければありがたいと思っているところでございます。集約とい

いましても完全に集約することはなかなか困難かと思いますし、また一つのものが何かでき

て、それで終わりとする必要もないわけでございます。中間的な集約といったことに、ある

いは論点の整理といったことに向けまして、議論をさらに深めていただければありがたいと

思っております。どうぞよろしくお願いいたします。 

 

○田中都市農村交流課長 お手元の資料の確認でございますけれども、資料１、資料２とご

ざいまして、資料１が、これまでの検討会における主な意見、資料２が参考資料でございま

す。確認をお願いいたします。 

 それでは、早速でございますけれども議事に移りたいと思いますので、以降の議事進行に

ついては、後藤座長にお願いいたします。 

 

○後藤座長 それでは次第に従って進めさせていただきたいと思います。 

 本日の議事でございますけれども、お手元にありますように、これまで５回の検討会で各

委員からいただいたご意見、ご提案に即して議論を深めていきたいと思っています。 

 それでは、これまでの検討会において、委員の皆様からいただいたご意見、ご提案を、事

務局で整理してもらっていますので、説明をお願いいたします。 

 あわせて、土地利用計画制度の関係でも参考資料を用意していただいておりますので、事

務局からその２つをまず一括して説明をお願いしたいと思います。その後、大きな項目ごと

に皆様からご意見をいただく形で進めさせていただきたいと思いますのでよろしくお願いい

たします。 

 それでは、ご説明をお願いいたします。 

 

○沖都市農業室長 それでは、資料１からご説明をさせていただきます。 

 １ページめくっていただきますと、これまで５回の検討会を行ってまいりました、その開

催経過などを整理をしてございます。この間、さまざまなご意見をいただいたところでござ

いまして、いただいたご意見をもとにより議論を深めていただくという観点から、これまで

のご発言を類似の内容ごとに分類をいたしまして、整理をした資料を準備いたしました。 

 大きく、次のページ目次のところにございますとおり、３つの柱を立てまして、各項目に

ついてそれぞれ見開き２枚になるような形で整理をしてみました。これまでのご議論を思い

出していただくというような趣旨も含めまして、私の方から簡単に内容をご紹介させていた

だきます。 

 それでは、１ページ、２ページご覧をいただけますでしょうか。 

 １ページ、２ページは、都市農業・都市農地の機能とその重要性という観点からのご発言

を整理して集めたものでございます。 

 まず最初に、都市農業の価値に関しまして、都市農業の果たす、国土の保全・環境維持と

いった公益機能や、食料の供給という経済機能の価値を正当に評価することが必要である。 

 都市農地は、防災機能の面でも、また食育の場、市民の憩いの場としても非常にすぐれて
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いる。バブルの頃は、市民からの風当たりも非常に強かったが、市民の目が大きく変わって

きたと感じている。 

 生産者・消費者を問わず、自ら育て、自ら食べることを経験することで食と農の距離が縮

まり、農業の公益機能に対し共益費を負担しようという意識が育まれる。消費者のそばにあ

る都市部の農業の存在は、このような面から大きな役割を果たす。 

 それから、環境・緑の保全という観点からのご意見です。 

 都市に一番不足しているのは緑。緑を補完できるものは農地以外になく、農地を将来にわ

たって持続的に維持していく上で、農業経営が唯一の有効な手段である。 

 都市での環境保全のために農地を保全するという考え方に理解が広がってきている。これ

に応え得る施策の検討が必要である。 

 続きまして、震災への備えという観点からのご意見です。 

 地震はいつあってもおかしくない。過密化する都市においては、緑地、農地を持続的に保

全し、安全地帯を確保することが必要である。 

 震災対策の観点から、ビニルハウスの価値は大きい。地震による倒壊に強く、また公園で

は不足しがちな雨風をしのぐ場としても有効である。 

 豪雨災害への備えという観点です。 

 都市農地は、ゲリラ豪雨の際に一時的に雨水を蓄える保水機能を兼ね備えている。農地が

なければ代わりの排水施設を作らなければならず、その経済効果を示せば重要さが理解でき

る。 

 都市型水害対策として、水田の遊水機能を活用する取組が全国に広がっている。それらを

参考にして活用を進めるべき。 

 続きまして、教育機能に関するものです。 

 食育の関係で農業体験が広く取り入れられているが、市街化区域内でも近隣の小学校など

の依頼を受け入れる都市農家が増えてきている。 

 福祉機能に関しまして、農業者が福祉作業所の形で障害を持っている方を受け入れたり、

ＮＰＯや社会福祉法人が障がい者の自立の方法として農業を選んだりという取組が見られる

ようになってきている。福祉政策と農業政策の連携の下、支援していくことが必要である。 

 続きまして、３ページ、４ページをご覧をいただきたいのですけれども、こちらでは、都

市農業・都市農地をめぐる問題点という視点で、いただきましたご意見を集約、整理してご

ざいます。主なご意見をご紹介いたします。 

 まず、相続と農業経営の維持という観点です。 

 相続の際には、農業の基本である農業用施設用地や農地を売却して相続税を納めなければ

ならず、農業経営の廃止に追い込まれることもある。都市農業の後継者の悩みは、相続をい

かにまたぐかということにある。 

 農地を残すには、物納した農地を農家などに貸し付ける仕組みを考えるべきである。 

 関連しまして、相続税の納税猶予制度に関するご意見です。 

 都市農家の相続財産には不動産賃貸業の敷地や屋敷地もあり、農地を対象とした相続税納

税猶予の仕組みでは、これにかかる相続税を支払うための農地売却は抑制できない。農地確

保を政策目標とするのであれば、農業用施設用地、屋敷地、平地林までを対象とする仕組み

が必要となるが、この場合には税負担の公平性という問題が当然出てくるというご意見です。 
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 また、相続税納税猶予の終身営農の規定は後継者にとって大きな重圧である。法人に貸す、

市民農園に貸すということも含め、賃貸借を認めるべきである。 

 また、相続税納税猶予制度に関し営農困難時貸し付けの制度ができたが、現実的には生産

緑地法に基づく買い取り申し出が困難で利用できない。生産緑地法の要件緩和が必要である、

というご意見もございました。 

 また、生産緑地制度に関しましては、生産緑地地区の指定について、地区の一部が転用さ

れた結果、下限面積要件（500 ㎡以上）を満たさなくなり、農家の意思に関わらず地区全体

が除外される例がある。下限面積を緩和しなければ、現実問題として農地の保全は困難であ

るというご意見もいただいております。 

 続きまして、４ページです。 

 農業用施設用地の税負担の軽減という観点からのご意見です。 

 農業用施設用地は、相続税の納税猶予が適用されないため、作業効率を犠牲にしてコンパ

クトに作らざるを得ない。農業用施設用地や屋敷林を対象とした緑農地制度を設け、これら

の土地については相続税納税猶予の対象とすべきというご意見がございます。 

 また、固定資産税の評価方法に関しまして、三大都市圏特定市では、生産緑地を除く市街

化区域内農地は宅地並み課税とされており、都市農業つぶしの制度となっている。農地とし

て使われている限り、税制上も農地扱いとすべき。 

 続きまして、後継者の確保という観点からのご意見です。 

 都市農家の後継者不足は都市農地の減少に直結する。都市農業は、地域によっては業とし

て成り立たなくなってきており、自治体、農協等が一体となって振興施策を講ずるべきであ

る。 

 市街化区域での施策の実施に関するものです。 

 生産緑地制度を拡充した緑農地制度を創設し、農業振興地域内の農用地区域に準じた農業

施策を実施すべきである。また、市街化区域内農地の貸付けを可能とすべきである。 

 最後に、検討を進める上で留意点についてご指摘をいただいております。 

 都市農地について、農業以外での利用を必要とする立場もある。都市農地の公益性を意識

しつつ、同時に都市的利用への目配りも必要である。 

 具体的な施策の検討に当たっては、他の土地利用と比べてなぜ都市農業を優遇する必要が

あるのか、その公共性を説明し、国民の合意を得ることが必要である。 

 都市農業にも農地転用の可能性の違いや、田畑の別から来る地域差があり、一括りにせず

地域の実情を踏まえることが必要である。 

 最後に、５、６ページをご覧いただきたいのですけれども、都市農業の振興・都市農地の

保全に向けて必要となる取組という視点で、いただいたご意見を整理しております。 

 まず、理解醸成の必要性ということです。 

 都市農業・都市農地の多面的機能については、都市住民が実感できる状況になっていない。

都市住民が実際に関わっていくことで理解が深まり、その結果として施策や制度改善を支持

する声につながっていくのではないか。 

 理解醸成のための取組でございます。 

 まずは、多様な市民の参画という視点のものです。 

 市民農園、体験農園、観光農園等、農業と市民の連携という社会的なすう勢を反映した取
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組を振興すべきである。 

 福利厚生を目的とする企業、ＮＰＯ、サークル等の受け入れが進むよう、地域住民との交

流型の農園の普及を推進すべきである。また、体験農園等で技術を身につけた非農家が農地

を管理する仕組み、このようなものも考えられる。 

 福祉や教育などを目的とした多様な農地の利用について、農業以外の部局との連携を強化

するなど支援策を充実させるべきである。 

 都市住民の共感を表面的なもので終わらせないよう、税制などの仕組みや相続の実態をわ

かりやすく知らせてほしい。 

 また、多面的機能を明示するという観点からのご意見でございます。 

 多面的機能をわかりやすく伝え国民の理解を得るための方法として、都市農地の機能ごと

に数値目標を定め、目標の達成状況をグラフで住民などに示しつつ継続的に目標実現を目指

す仕組みも考えられるのではないか。 

 都市の農地は市民が守らなければ残らない。都市農地が都市の緑を補完するものとしてど

のように役立っているのか。抽象的・総論的にではなく、金銭評価、なくなった場合のシミ

ュレーション、管理費用の比較などを用いてわかりやすく、説得力のある形で伝えることが

必要である。また、市民が多面的機能を体験できる取組も有効である。 

 続きまして、多面的機能の発揮という観点からのご意見、ご提案です。 

 防災機能の強化という観点です。 

 防災協力農地について、しっかりとした契約を締結し防災兼用井戸も整備するなど、準備

の水準を高めることが必要である。その際、行政、住民、農業者などの関係者が十分に話し

合い、納得の上で取り組むような手順を大切にすべきである。 

 水田の防災機能を維持するためには、水路の管理、雑排水対策などが必須である。都市の

特色を踏まえ、多様な主体がかかわる管理手法を考える必要がある。 

 その他の機能にも関するものです。 

 景観、環境保全など、都市農地の果たす多様な公益的機能の観点から、農家への支援策が

必要である。 

 消費者や都市住民が主体的にかかわりながら都市農地の多面的機能を維持していく仕組み

が必要である。 

 後継者などの支援策といたしまして、農業体験農園といった新しい取組への支援や施設園

芸への支援など、後継者がやりがい、生きがいを持って農業ができる対策が必要である。 

 最後に、都市計画上どう位置づけていくか、都市農地をどう位置づけていくかという観点

です。 

 都市農地を都市計画法制においてしっかりと位置づけるべき。これにより、都市計画や税

制の充実にもつながっていく。 

 都市農地の消滅を防止するには都市計画制度の改正が必要である。都市部の人口減少に対

応し都市農地の保全のために思い切った転換が必要である。 

 以上、いただきましたご意見を整理いたしました。 

 なお、今、最後にご紹介をいたしました都市計画との関係でございます。本日もこの観点

からご議論あるかと思いますけれども、この制度については、なかなか細かな規定なども多

いものですから、ご議論をいただく前提といたしまして、都市農地について土地利用計画制
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度がどのようなものがあるのか、どのような流れでそうなっているのか、そのあたりを復習

的にご紹介をさせていただきます。 

 資料２をご覧をいただけますでしょうか。 

 まず、１ページでございます。 

 土地利用計画制度において都市農地の位置づけがどのように変化をしてきたのかというこ

とを、昭和 40 年代から追っていきたいと思います。 

 現在あります新都市計画法、これは昭和 43年に高度経済成長に伴い都市への急激な人口流

入と産業集中が進む中で、無秩序な市街地の拡大を防止しつつ宅地開発需要などに対応して

いくために制定をされたものでございます。 

 この新都市計画法におきましては、都市計画区域、この資料では赤い線で示しております

けれども、都市計画区域について、市街化区域と市街化調整区域に区分をする、いわゆる線

引き制度が導入をされております。ピンクに塗った部分が市街化区域をイメージしておりま

して、この市街化区域はおおむね 10年以内に優先的かつ計画的に市街化を図るべき区域とさ

れ、この区域内の農地は、事前に届出をすれば、農地から宅地への転用が自由に認められる。

田舎ですと農地転用は許可が必要なんですけれども、市街化区域にあっては届出で自由に転

用でき、また農業施策は当面の営農継続に必要な措置に限定をするという対応がとられまし

た。 

 一方、色が塗ってありません市街化調整区域でございます。市街化区域の開発を計画的に

進めるために、当面、市街化を抑制すべき区域である。あるいは緑地等の保全を図るため市

街化を抑制する区域である、そのような、市街化を抑制すべき区域との性格付けが与えられ

ておりまして、この区域内の農地につきましては、都市計画法、農地法によって宅地への転

用が制限をされているというところでございます。 

 また、翌昭和 44年には、農業振興地域の整備に関する法律、一般に農振法と略しておりま

すけれども、農振法が制定をされまして、農振法に基づき優良農地が農用地区域というもの

に指定をされまして、これは緑の色を塗った部分で示しております。この農用地区域では、

厳しい転用規制のもとで、農業振興施策を計画的、集中的に実施する、そのように整理され

ました。 

 この時点で、都市計画区域内の農地はピンクの宅地化をすべき農地と、色が塗っていない

宅地化を待つ農地と、それから色が緑に塗ってある積極的に農的利用をする農地と、このよ

うな３つの色分けがされたということでございます。 

 次のページをお願いいたします。 

 このように、新都市計画法に基づきまして、市街化区域内の農地というものが設定をされ

ましたけれども、当時において、道路などの整備予定や宅地化の状況により、ある程度の農

地は市街化区域の中で残るであろうということが予想されたところでございます。 

 このような状況を放置しますと、散在した形で農地が残りまして、農業経営上も都市計画

上も良くないということで、良好な生活環境の確保に相当の効用を持ち、かつ公共施設など、

公園、緑地、学校、病院というものが想定をされますけれども、これらの予定地としても適

している農地を計画的に保全をするということで、昭和 49年に生産緑地法が制定されており

ます。 

 生産緑地については、この後も何度も出てまいりますので、概要をここでご紹介をいたし
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ます。 

 生産緑地地区の指定要件ですけれども、これは、良好な生活環境の確保に相当の効用があ

り、且つ、公園、緑地、学校、病院といった公共的な施設の将来的な敷地としても適してい

るもの、そういうところを指定するというふうになっております。 

 面積は 500㎡以上が必要です。 

 そして、指定の前には、農地所有者の方の同意も必要という仕組みになっております。 

 一旦、生産緑地地区に指定をされますと、右側にございますとおり、行為制限がかかりま

す。まず農地としての管理が義務付けられた上で、開発行為については農林漁業を営むため

に必要な施設に限定をされることとなります。 

 一方で、そこで従事をされている主たる従事者の方が亡くなるか、あるいは指定から 30

年を経過いたしますと、市町村長に買い取りの申出をすることが可能になります。買い取り

申出を受けた市町村では、公共用地の施設として買えるかどうかの検討をいたしまして、必

要であれば買い取りがされる。買わないということになりますと、その結果、申出をされた

方は行為制限が解除されまして、宅地に転用することが自由になるという仕組みでございま

す。 

 なお、この仕組みは、昭和 49年に制定をされた後、平成３年に大きく改正をされておりま

すので概要をご紹介をいたします。 

 昭和 49年の時点では、生産緑地地区は２種類に分かれておりまして、土地区画整理などを

していない一般の土地については第一種生産緑地地区ということで、面積は概ね１ha以上を

要求するというものでございました。一方で、買い取り申出までの期間は 10年ということで

決まっておりました。 

 これが、平成３年の改正の際、右下の吹き出しに書いておりますけれども、市街化の進行

と農地総量の減少を受けまして、都市計画でも計画的に農地を保全していこうと、そのよう

な趣旨から面積要件を非常に大きく引き下げております。１ha だったところを 0.05ha でも

可として引き下げております。その上で、保全する農地としての位置付けを踏まえまして、

買い取りの申出期間については 10年でよかったものが 30年に延長されたと、そのような改

正があったということでございます。 

 続きまして、３ページをお願いいたします。 

 話が前後してしまうんですけれども、経過の話に戻りますと、昭和 60年代に入りまして、

三大都市圏を中心として地価が高騰する中で、市街化区域内の農地に対しましては、宅地化

の促進と税負担の公平の確保、このようなものが強く求められることとなりました。これに

対応するために、三大都市圏の特定市では、平成３年以降、保全する農地と宅地化する農地

の区分が行われまして、保全する農地については、今ご紹介いたしました生産緑地地区の指

定が行われたところでございます。 

 一方で、４ページでございますけれども、宅地化すると区分されました農地につきまして

は、固定資産税について、下の絵の上の方の丸ですけれども、従来は多くの場合、実質的に

農地課税だったものが、宅地化をする農地については、宅地並み課税になったということで

ございます。東京の例で申し上げますと、宅地課税と農地課税、農地課税であれば 10ａ当た

り 1,000 円強の固定資産税ですけれども、宅地化農地になりますと 10ａ当たり 37 万円強と

いうことで非常に大きく固定資産税が上がることになりました。また、相続税につきまして
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は、納税猶予制度の不適用ということになりました。下の絵でございますけれども、従来で

あればどこであっても適用することができ、また、相続後 20年間営農を継続しますと免除さ

れるという仕組みでございましたが、平成３年度の税制改正により、三大都市圏特定市では、

そもそも生産緑地以外の市街化区域内農地には納税猶予が使えないこととなりました。また、

使える生産緑地にあっても、20年ではなく終身の営農を求められると、そのような制度改正

があったところでございます。 

 次のページをお願いいたします。 

 ５ページですけれども、このような経過を経まして、現時点における都市農地についての

土地利用計画制度の概要はこの表のとおりでございます。現在、大きく４種類に分かれてお

ります。市街化区域、うち生産緑地地区、それから調整区域、その中でも農業振興地域内の

農用地区域という４種類でございます。それぞれに基本的性格を書いておりまして、それぞ

れに対応した開発等の規制がかかっているということでございます。 市街化区域にありま

しては、おおむね 10 年以内に計画的、優先的に市街化を図るという性格ですので、農地の宅

地への転用は自由にできる、そんな仕組みになっております。 

 一方で、市街化区域の中にあっても、良好な生活環境の確保に効用があり、かつ公共施設

等の敷地に適している農地を保全する地区である生産緑地地区につきましては、地区指定が

されますと農業用施設のみ建築が可能になります。 

 また、生産緑地地区の特色がございまして、指定の際には地権者等の同意が必要であるこ

と。あるいは指定後 30年経過ですとか、主たる従事者が亡くなる、そのようなことがあった

場合には、行政に対して土地の買い取り申出ができまして、地権者の意向、あるいは相続、

そのようなものへの対応に配慮した仕組みになっているというのが特色でございます。 

 他の区域におきましては、都市計画ですとか、農業振興地域整備計画において、個人の意

思が直接に反映する形では計画は作られておりませんけれども、生産緑地地区については、

個人の考え方が直接的に効果を得るような、そういう仕組みがとられてございます。 

 市街化調整区域、農振農用地については、どちらも市街化を抑制するという性格ですので、

原則として開発行為はできないということになっております。 

 また、それぞれの趣旨から、調整区域については少なくとも２ha が必要ですし、農振農用

地についても、多くの場合 10ha以上の集団の農地というような農業投資にふさわしい土地で

あるという要件がかかっております。 

 次のページをご覧ください。 

 土地利用区分の基本的な性格、規制を踏まえまして、下の表のとおり、農業の振興施策で

すとか関連税制が実施・適用されている。それぞれの土地の性格、それを踏まえて作られて

いる規制、それを踏まえて、それを実現する支援策として農業振興策、あるいは税制という

ものが具体化をされているということでございます。 

 ７ページをお願いいたします。 

 以上が、都市農地についての制度、概説でございました。現在、国土交通省の都市計画制

度小委員会において、どのような問題意識を持って、どのような議論がなされているかを簡

単にご紹介します。 

 我が国におきましては、今後、人口の減少、高齢化など、社会構造の大きな変化が見込ま

れるところでございます。７ページの下のグラフ、青線が大都市圏での人口の推移を示した
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ものでございまして、昭和 30年代から急激な人口集中を迎え、現在、大体ピークにあり、平

成 27年には減少に向かうのではないかという推計がなされている状況でございます。 

 このような中、都市計画制度についても、急速な都市化への対応に追われてきた制度体系

のあり方、運営の方向、これらの転換が求められているということでございます。 

 最後８ページでございます。 

 このような認識のもとで、国土交通省社会資本整備審議会の都市計画制度小委員会におき

ましては、現在、都市計画制度の総点検の議論を行っているところでございます。 

 その総点検の議論の中で、本日のこの検討会の議論も踏まえつつ、都市農業政策との連携

や都市農地の都市計画上のあり方についても今後検討が深められる、そのような予定になっ

ていると承知をしているところでございます。 

 資料につきましては、以上でございます。 

 

○後藤座長 ありがとうございました。 

 それでは、これから資料１に基づいて議論を進めていきたいと思いますけれども、その前

に参考資料としてご説明いただいた内容について、何かこの段階で確認しておきたいとか、

質問しておきたいということがあればお願いし、それをやった上で、資料１の本題に入りた

いと思います。何かございますか。 

 それでは私から、１つだけ確認させてください。 

 ６ページ目に区分がずっと出ていまして、この中の農業振興施策というところの枠につい

てです。生産緑地地区については、徐々にいろいろな施策が展開できるようになってきてい

ると理解していますけれども、資料のそこには効用が短期のものに限定せず実施可能になっ

ていると書かれているのですが、生産緑地地区では農水省がやっている農業振興策について、

ほとんどが実施できるような状況になっていると理解していいのか、それともまだ実施でき

ない施策があるのかどうかについて、簡単にご説明いただきたいと思います。 

 

○沖都市農業室長 効用が短期なものに限定をしないということでございますので、簡易な

水路の新設ですとか、あるいは井戸を掘るですとか、そういうことは現在できるようになっ

ておりますし、補助事業も準備をしてございます。ただ、どうしても生産緑地は１枚の土地

が 500㎡程度のものもありますし、また連たん性もございませんので、なかなか大規模な区

画整理のようなものですとか、あるいは水路をどこからか引っ張ってくるような公共事業と

いうのは、土地の特徴というか、そういう面から難しいと思います。 

 

○後藤座長 ありがとうございました。 

 そのほか何か資料について確認しておきたいこと等はありますか。よろしいですか。 

 沼尾委員、お願いします。 

 

○沼尾委員 資料の８ページの都市計画制度小委員会のこれまでの審議経過というところ

で、左側にまとめてくださっていて、以前、ご説明いただいていることかもしれませんが、

ここで都市農地・農業の位置付けということで、例えば１つ目の○ですと、必然性のある安

定的な非建築的土地利用として活かしていくとあるんですけれども、これは、やはり将来的



- 10 - 

な緑地の保存というような、そういった土地利用の観点からということで議論されているの

か。それとも、やはり農業というものを残していくというような視点ですね。そういう農業

生産を行うという価値まである程度目配りしたような形で議論をされているのか、その点、

どういう状況なのかというところを教えていただければと思います。 

 

○後藤座長 国土交通省、お願いします。 

 

○国土交通省 国土交通省でございます。 

 今のご質問の観点からいきますと前者になります。線引き制度では、都市計画区域を市街

化区域と調整区域に区分いたします。市街化区域は既に市街化されているか、概ね 10年以内

に市街化をすると法律上は位置付けられております。ただ、今後、人口が減っていく中にあ

っては、街中と言えども空き地や空き家が出てきたりすると考えられます。都市計画では縮

退という言い方をしておりますが、そこをうまく考えていかないと、住みやすさの点でも非

常に非効率になりますし、公共投資余力も少なくなる中で、道路、公園などの管理もままな

らなくなる。そこが一つの大きなテーマになっております。 

 一方、居住環境としてみたときに、公園のような緑だけでなく、農地というものもやはり

居住環境にとっては必要であろう、それを「安定的な非建築的土地利用」という言い方をし

ていますが、そういうものが残るという姿もあって然べきだろうと、こういう議論でござい

ます。 

 

○沼尾委員 ありがとうございました。 

 

○後藤座長 はい。小林委員、お願いします。 

 

○小林委員 この小委員会で都市農業の評価といいますか、今までと違った新たな見方を検

討されて大変ありがたいんですけれども、やはり何と言っても、都市農業は市街化区域内で

すので、ここがグランドになるんです。今後、検討委員会が進められて、都市計画法がどの

ような形で改正なり進められていくのか、その辺の状況をちょっと教えていただききたいと

思います。 

 

○国土交通省 ご質問は、都市計画法制度がいつ頃改正されるかということですが、現段階

では残念ながらまだいつまでと申し上げる段階にございません。審議会の中では様々なご意

見をいただいて議論が進められております。今回の本検討会のご意見なども貴重なご意見と

して賜って、検討していく必要はあろうかと思いますが、一方で、都市計画は多様な方々の

利害に密接に関連する仕組みでございますので、様々な分野の方々からご意見をちょうだい

しなければいけない、ここを丁寧に進めていくということを考えますと、仕組みそのものを

変えていくまでには、まだまだ議論を深めていく必要があろうかという状況でございます。 

 

○後藤座長 はい。榊田委員、お願いします。 
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○榊田委員 それでは、国土交通省に伺います。 

 最後、８ページなんですが、今までのこちらの検討会の議論でも、やはり農地を残してい

く上で、税制上の取り扱いの見直しというのが多分避けて通れないという意見がかなり多い

わけですけれども、この小委員会の中で、慎重に総合的な見地から検討される必要があると

いう非常に慎重な表現をしていただいていると思います。 

 税制上の取り扱いの見直しについて、どのような議論が出ているのか、お話しいただける

のであれば可能な範囲でちょっと伺えるとありがたいと思いますが。 

 

○国土交通省 審議会の小委員会では、都市計画制度全体の総点検として広範な議論をして

おり、都市農地だけに特化した議論を行っているものではございません。したがって、今ご

質問いただいた都市農地の税制の細かいところまでは議論はなされておりません。ただ、こ

ちらに記述させていただきましたとおり、都市農地の問題は税制の問題と切っても切り離せ

ないものですから、この件は慎重にしないと、なかなか都市計画サイドだけの議論では解決

できないだろうということを明記させていただいているという状況でございます。 

 

○後藤座長 それでは、本題に入ってよろしいですか。 

 今日の議論のメインのテーマですけれども、資料１に基づいて３つに区分されているそれ

ぞれについて、さらに別の観点から議論を深めていくべきだとか、あるいは追加すべき点な

どがありましたらぜひご意見をいただきたいと思います。できれば今日は一通り３つ全てを

議論して、至らない点は次回もう一度繰り返してやるというふうにしたいと思います。時間

を区切って１、２、３と順にやっていきますので、ご協力をよろしくお願いしたいと思いま

す。 

 それでは、１の、都市農業・都市農地の機能とその重要性ということについて、ここで欠

けている点、付け加えなくてはいけない点、あるいはもう少し深める点等々、ご意見があり

ましたらよろしくお願いいたします。 

 はい。小林委員、お願いします。 

 

○小林委員 僕はずっと言ってきたつもりなんですけれども、まさに、この検討委員会が設

置された趣旨ですね、それが抜けているような気がするんですけれども。 

 というのは、僕は都市農業の価値というよりも、都市農業の評価が変わってきた。それか

ら、都市農業を取り巻く環境が変わってきたということを、やはりきちんと最初に述べてい

ただかないと、それ以後の議論をするのに大変支障を来すような気がするので、その辺をち

ょっと付け加えて、入れていただければ大変ありがたいなと思っています。 

 以上であります。 

 

○後藤座長 よろしいですかそれで。 

 ほかに何かございますか。 

 はい。中井委員、お願いします。 

 

○中井委員 先の１の都市計画制度小委員会の議論とも関係するのですが、私はこのメンバ
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ーでありまして、都市農業が非常に多面的な価値を持っているというのはそのとおりだと思

いますけれども、やはり都市の観点から、いくつか整理して考えないといけないところがあ

ると思います。まず第一に、建物が建ってない「非建ぺい」であるということがあり、これ

は、別に農地じゃなくても、公園とか、緑地だとか、あるいは場合によっては屋外駐車場み

たいなものでも、そういう意味では同じ機能を有しているはずで、都市計画的に一番大事な

機能は、密度を適切にコントロールするための装置、空間であるという意味だと思います。 

 次に、農地の場合には、非建ぺいであるということに加えて、耕作をされていて農地と位

置付けられるわけで、耕作をされていることによる効果というか、効能ですよね。そちらは、

食育の面だとか、あるいは食料を提供する重要な基地であるといったところかと思います。

今申し上げた非建ぺい空間であるということと、耕作されているということを分けると、非

建ぺいであるということは、経済でいうところの存在価値みたいなもので、そこにあるだけ

で価値があるということになり、それに対して耕作されているというのは通常利用価値と呼

んでいる、それをどういう形であるにしろ利用することによって得られる価値であるという

ことだと思います。都市農業に色々な多面的な面があって、キーワードのように羅列されて

いるんですが、今後の仕組みの面を考えていくにあたっては、機能をもう少し体系的に整理

をすることによって、こういう機能が都市にとっては大事なので、こういう施策でこういう

方策を考えていきましょう、それに従って、いつかの委員会で加藤委員も言われたかと思い

ますけれども、きっちりそれを評価するような指標を用意していくというような作業の進め

方なのではないかなと思います。 

 以上です。 

 

○後藤座長 ありがとうございました。 

 ほかにどうでしょうか。 

  それでは、私から２つ。１つは、「環境・緑の保全」という項目以降に書かれている具体

的な機能に関してです。今後、都市の人口が減っていくというだけではなくて、高齢化が進

み、単身世帯が増え、またリタイアに伴って都市の中で生活する時間が非常に増えてくる。

そういう中で、都市農業が持っている、市民農園・体験農園や農業のボランティア活動を通

じて人が集い、絆ができていくというようなコミュニティを創る機能がもっと重視されるよ

うになってくると思われます。これについても、一つの大事な機能として入れていただけた

らと思います。 

 それから、もう一点は、先ほど小林委員が言われたことと関係するんですけれども、都市

の農業というのは、多面的機能をたくさん持っているわけですが、それをもう少し大胆に言

うと、都市農業問題は農業者の生業としての問題であると同じぐらいに、都市の人々の暮ら

しに係る問題である、あるいは都市のあり方の問題であると言えるかと思います。ですから

都市の農業は人々の暮らしの問題であるとか、都市のあり方の問題であるというような少し

踏み込んだ性格付けをすることによって、都市農業の持っている特徴が鮮明になり、都市農

業施策の今後の新たな展開や、あるいはこれまでより広い展開を可能にする理念や根拠を示

すことができるのではないかと、これを読んでいて感じましたので、この点も検討していた

だけたらと思っております。 

 この２点が、私が資料を読んで感じたことです。 
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 はい。安藤委員、お願いします。 

 

○安藤委員 都市農業・都市農地の機能の話ですが、誰にとってのどのような機能なのかと

いう点をもう少し整理すると、今議論されている問題がもう少しはっきりしてくるのではな

いかと思います。 

 つまり、都市農業という漠然とした一般論ではなく、具体的にどのようなかたちで、都市

にとって農業、農地が役割を果たしているのかを確定できればと考えます。やはり最終的に

は、それぞれの都市でどういった計画を策定し、その中に農業、農地がどのように位置付け

られるかが問われてくるはずですので、その機能が誰に対して、どのような役割を果たして

いるのか、また、その機能が発揮されている状況、コンテクストがどのようなものなのかを

あわせて整理していくとよいのではないかと思いました。例えば同じ都市農業でも、関東・

首都圏の畑作中心の都市農業と関西や中京圏の水田中心の都市農業では全く状況が異なるわ

けですし、同じ地域の都市農業でも、そのロケーションや状況によって意味が異なってくる

はずです。そうした前提条件抜きに都市農業、都市農地を論じることはできないと思います

ので、そうした視点から機能を整理してみてはどうかと思います。ある意味、都市農業、都

市農地について類型化を行うということになるのかもしれません。いずれにしても、都市農

業、都市農地の便益を享受している人たちが、地域でどのようなかちで存在し、それにどの

ように関わっているかという点を具体的に詰めていく作業が必要なように思いました。 

 以上です。 

 

○後藤座長 ありがとうございました。 

 はい。𡌛島委員、お願いします。 

 

○𡌛島委員 ６ページに出てくるんですけれども、都市部の人口減少に対応し都市農地の保

全のため思い切った転換が必要、都市の人口が減少するから都市農地が必要になるというの

は少しおかしいように思うんだけれども、良好な都市を作っていくために都市農地が要るん

じゃないかなと。だから、最後の部分で出るんですけれども、これが最初に影響してくると

思うんです。人口が減るから都市農地を残すんじゃなくて、よい都市を作っていくために都

市農地が要るという。 

 以上です。 

 

○後藤座長 １の都市農業・都市農地、その辺について、ほかにございますか。 

 はい。加藤（義）委員、お願いします。 

 

○加藤（義）委員 日本の都市計画というのは、西洋型をモデルに移行してきたんではない

かと思っていますけれども、日本は、市街化区域の中に農地がありまして、そろそろ日本独

自の都市計画、農地が共生するまちづくりというものを目指す必要があるのではないかと思

っています。その点では、前々回、国土交通省の方が、都市に農地があって当たり前とする

というような発言がありましたけれども、非常にこれは評価できる発言だと思っております。

国土交通省はこれから都市計画を見直していくということですけれども、やはりその議論が
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我々にも議論の途中でも伝わっていくような、方策をぜひお願いしたいと思います。 

 それから、もう一点ですけれども、防災機能です。 

 同じ都市の中でも、やはり環七とか環八、内側は、家が集中していて、その先になると練

馬、世田谷、だんだんと農地が点在してくる。またそこから下るともう少し農地が増えてい

くと。ですから、同じような施策ではなくて、地域、地域おいて、分けていく必要があるの

ではないのかなと思っています。特に練馬、世田谷あたり、地震があれば防災機能という面

からかなり役割は大きいというふうに感じますから、こういう現実を直視して施策を考えて

いただく必要があるのではないかと。 

 それから、先ほど後藤先生からコミュニティの話が出ておりましたけれども、都市部に、

この表を見ると 6,000万人と、かなり大勢の人たちが住んでいます。やはり都市計画そのも

のは、残念ながら経済優先で考えられてきたところも若干否めなくて、人間同士の絆、今、

震災で非常に言われているその絆、やはりそれら、地域コミュニティを再生していく都市計

画というものが必要であるというふうに思っています。これは、やはり農地がそういう意味

では非常に大きな役割を果たしていく。私は、そういう意味では体験農園をやっていますけ

れども、やはりこの経営をしてきた実感からも非常にそれは役立つと確信しておりますし、

これは体験農園だけではなくて、いろいろな方法はあると思いますので、そこら辺を一つ一

つ議論していく、そのような考え方を是非お願いしたいと思っております。 

 

○小林委員 何ていうんですか、防災への備えということもいいですけれども、僕は、これ

から震災が間違いなく来るだろうと言われているこの状況の中で、やはり農地というのを本

当にそういう災害の時にどう考えられているのか。その辺、国土交通省の方のご意見も伺い

たいんですけれども、僕は、やはり都市で農業をやっていく限りは、農業として社会的責任

を果たすという意味においても、やはり災害には相当思い切った取組をしていかなければい

けないだろうと思います。そういうこともはっきりある程度していかないと、都市の農地の

多面的機能と言ってもなかなか説得力がないので、そういう意味で、やはりきちんと位置付

けていただく方がいいんじゃないかと。そのかわりに、市街化区域内の農業に対してもきち

んとした振興策は講じてもらうと、そういうことをしっかりと表した方がいいような気がす

るんですが。 

 以上でございます。 

 

○後藤座長 よろしいですか。 

 はい。加藤（篤）委員、お願いします。 

 

○加藤（篤）委員 都市農業と都市農地の多面的機能ということで、委員の先生方全員が良

い意見をおっしゃっていましたけれども、結局それが正当に評価されてこなかったというの

は、やはり税の負担の公平性という問題から、常に都市農地の評価が阻害されてきたからで

はないかと思うんです。例えば、相続にしてみれば、広大な畑が相続によって戸別住宅がど

んどんどんどん建って、均一化された木造密集地域の危険な町になっていっている。本当は、

都市農業が存在することによっていろいろな可能性が出来るのに、そういうおもしろいまち

づくり、都市づくりができなくなっているのは税の公平性ということで、無視できないもの
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ではあるけれど、そればかりを第一義に考えていくと、結局つまらない町、危険な町になっ

ていってしまうのではないかと。 

 この一月の間に、私は後継者の仲間とか、いろいろな人に話を聞いてきたんです。それで、

例えば防災の話にしても、みんなどう考えるって言ったら、おれたちは損得だけでやって農

地を残してきたわけじゃないんだから、いざという時には、お国のために投げ出す覚悟や協

力する覚悟はあるんだよって。今、農家を実際にやっている人たちは、そういう考えがほと

んどで反対意見が出てこなかったんです。４回ぐらいやりましたかね。ですから、そういう

ことも踏まえたら、とてもすごい議論ができるのではないかと思うので、そういうところで

国土交通省も知恵を出していただきたいし、こういう議論を高めていきたいと私は思います。 

 

○後藤座長 ありがとうございました。 

 はい。沼尾委員、お願いします。 

 

○沼尾委員 この後の問題のところにも若干関わる話なので、ちょっと１点だけ申し上げた

いんですけれども、これまでの議論でも出てきていることなんですが、震災の備えから、先

ほどさらに出たコミュニティを作るというようなことも含めた多面的な機能というものを都

市の農地が持っているということは言えるだろうと思うんですけれども、前にも申し上げた

とおり、例えば、都市部の商店街にはそういう機能がないのかという話になると、商店街だ

ってコミュニティ機能もあるし、震災の対応も行っているし、教育福祉の機能もある、コミ

ュニティに非常に貢献しているという話になるんですね。例えば農地にそういう機能がある

のかないのか、例えば商店街にそういう機能があるのかないのかという話になると、一般論

としてはあるということは言える。けれども本当にこういう機能が、それぞれの個別の都市

で発揮されているのかどうかということが問題になるのだろうと思います。ここにいらっし

ゃる農業をやられている方々というのは、すごくコミュニティとも関わって、積極的にそう

いったことで力を発揮されていると思うんですけれども、すべての都市にある農地というの

が、これだけの多面的機能に貢献しているのかどうかと、それは逆に商店街にとってもいい

んですけれども、コミュニティで活発にやっている商店街もあれば、もう本当にシャッター

通りになっている商店街もある。その時に、それに対してすべて同じように存続出来ないん

だから、税制上の優遇措置をやるのがいいのかどうかといった場合には、やはりなかなか国

民の合意を得るというのは難しいと思うんです。そうだとすれば、やはりこういう機能があ

るということを認識するのはいいんだけれども、実態とすればどの程度、その力が発揮され

ているのかということを、やはりそれぞれの文脈の中で整理してみる。先ほど安藤先生もお

っしゃっていましたけれども、それぞれの地域の中で、どういう形で農地というものが効果

を持っているのかというようなところからでないと、なかなか税制上の優遇というようなと

ころまで理解を得るというのは難しいのではないかなと思います。 

 

○後藤座長 ありがとうございました。 

 それでは、２に進ませていただいていいですか。 

 ２の都市農業・都市農地をめぐる問題点、３ページと４ページのところについて、ご意見

をお願いいたしたいと思います。 
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 はい。榊田委員、お願いします。 

 

○榊田委員 今の沼尾委員の話にちょっと繋がることなんですけれども、ここの２に入ると、

突然、個別・具体的なリアルな問題点として、税制問題とか、農業経営の維持というところ

に話が集中していくんですが、やはりその前に１本立てたほうがいいなと思うのが、先程、

多面的機能が実際に発揮されているかどうかとおっしゃったんですけれども、前の１の段階

で、例えば色々な多面的機能が具体的に挙げられているので、それぞれの機能に関して、そ

れを発揮できるような環境づくりの施策をしていく。例えば防災であれば、今、井戸を掘る

ことに関しては既に助成措置もとられていると伺いましたが、案外農家の人は知らない人が

多いんじゃないかなと思いますし、そういう広報も含めて、本当にその防災機能を持ってい

る農地づくりという施策や教育機能を発揮できるような施策など、農水が直接じゃなくても、

そういう地域づくりの中で、それぞれの自治体が、農地をそういう機能として位置付けたと

きに、やりたいと思ったことを助成でき、支援できるような形の施策を考案すべき、そうい

う施策を立てていくべきということが一つあってもいいんじゃないかなと思います。 

 

○加藤（義）委員 今の榊田委員の意見に対して、目標を持ってやっていくということで、

前に私がチャートを出したと思うんですけれども、まさにチャートというのは、現状では都

市農家、防災、それから食育に対しても、万全ではないところも正直あるかと思いますが、

やはりそこに目標を持たせ、いかに見えるように、多面的機能を可視化していくか、それが

チャートなんです。その目標に向かって一つ一つの施策をちゃんと法律的な位置付けをして

いく必要があるというふうに思います。 

 

○後藤座長 今の議論というのは、主として３のところに関わっている議論で、意味のある

多面的機能をよりよく発揮させていくためにはどういう施策をとらなくてはいけないかとい

うことについては、３で他にもご意見があると思いますのでさらに議論していただけたらと

思います。その前に２のところに関わってもう少し議論をしていただけたらと思いますが。 

 いかがでしょうか。 

それでは私から一つだけ。 

 全体を見ていくと、３ページ目の上から２つ目、農地を残すには物納した農地を農家等に

貸付ける仕組みを考えるべきと書かれていますが、この内容は、ここに書かれている他の項

目とは性格が違うものだと思うんです。これ以外のものは、基本的に言うと、農業者を支援

して、農業を一生懸命やってもらうということを通して農地を残していきたいという文脈の

中で色々なものが書かれています。けれども、農業振興や農家支援の施策を展開していって

も減っていってしまう農地がある。それらの農地が都市にとっては欠かせないものであるな

らば、どうやって残していったらいいかという観点からこの項目は書かれているのではない

かと思うんです。例えば、世田谷区で試みている、農地保全が重要と考えて、買い取りが容

易になるように一団の農地を公園として位置付けて買い取るなどの工夫もこのような状況の

中で出てきている取り組みではないかと思います。都市農地の保全は今後の都市農業施策の

もう一つの大事な柱だと思いますのでもう少し膨らませて一つの柱として書けたら思いま

す。 
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そう考えたときに、その仕組みとして、一つ買取請求というのがあるわけですね。買取請

求があるから、本当に大事だと思うものは、民間に行く前に押さえることが出来る仕組みに

なっている訳ですけれども、現実の問題としてはそれが出来ない。これを活かす方向でもう

少し制度や施策を展開することが出来ないのかという問題があるように思うんです。例えば

都市農地を、防災的な観点から見たときに、ここは絶対残しておかなくてはいけない地域で

あるとか、あるいは景観的に見たときに、一団の農地として残しておいた方が良いというよ

うな、そういう位置付けを明確にして、それらの農地については農家が保全できなくても保

全できる仕組みを考えていくことが必要だと思います。その時の方法として、そのような位

置づけの農地についての買い取りに関して財政的な国の支援等を考える、あるいはこのまと

めにあるように物納という方法を工夫するなどを考える必要があるのではないかと思いま

す。 

 このまとめでは、農業者がどうしても手放さざるを得なくなったけれども、絶対残してお

かなくてはならない農地、それは存続状況など地域によって一様ではないでしょうが、どの

ようにして保全していくかというアイデアは、全体を通して余り出てないように思いますの

で、この点についてさらにアイデアがあるのであれば膨らまして、国土交通省なり、財務省

なりに投げかけていくことが必要ではないかと思いましたので発言させていただきました。 

 はい。小林委員、お願いします。 

 

○小林委員 僕は、ここは、基本的に都市農業と都市農地をめぐる問題点は、やはりこれだ

け経済情勢、社会現象が大きく変わってきている。それから、そこに住んでいる市民の皆さ

んの考え方も変わってきているのに、今のままのこの制度で果たしていいのかというのがこ

の大前提にこなければおかしいんだろうと。それから次にこういう具体的なものに入ってく

るけれども、この大前提がちょっと抜けているのがおかしいんじゃないかと思うんです。そ

こはやはりきちんと、今の制度で、今の状況に対応出来るか出来ないかという方が今の一番

の問題だろうと思います。そういうことで、今、検討会で議論しているのであって、その辺

の前提をきちんと入れてもらうと非常にいいのではないかと思います。 

 

○後藤座長 中井委員、お願いします。 

 

○中井委員 今の座長のご発言に触発をされて、３のところにも少し入るんですけれども、

今、都市農地というのを市街化区域内の農地というふうに限定して考えるとすると、これは

宅地化農地と今の生産緑地の結局２つしかなくて、宅地化農地は通常の土地と同じで、これ

に対して生産緑地が非常に中途半端な位置づけになっているので、もう少し都市の中の農地、

市街化区域の中の農地もレベルに応じてというんでしょうか、もうこれは都市の側からとっ

て、この農地は、たとえ農業者が交代したとしても農地として置いておくことが望ましいよ

うなものについては、かなりランクの高い重要性の高い都市の農地として位置づけることが

必要だと思われます。今、座長が言われたような考え方だと、多分、都市計画でいうと都市

施設ですという言い方をして、つまりこれは土地利用で農地に位置付けられているのではな

くて、都市の中の大事な施設なので、それで処理をしていくというのが一番厳しいやり方だ

ろうと思います。その時には、今の農業者の方は、その施設を管理していただいている施設
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管理者というような考え方を採用し、そこが交代したときには、一つは買取請求みたいなの

があるんでしょうけれども、少し農地としての管理を引き継ぐところ、借地みたいなものも

含めて考えていくのかなと思います。 

 それから、そこまで大事そうには思えないんだけれども、それでも、今、農業をやられて

いて、農地であるということにはそれなりの意味があるというような、中間的な農地につい

ては、農業者の方が将来そこをどういうふうにされていくかということとも当然関係してい

るのですが、そういうものにうまく対応したような仕組みが現在はなくて、生産緑地は営農

が義務付けられているのでかなり堅いという評価だとすると、もう少し中間的な管理を公的

な視点からお願いしますというような仕組みを用意してはどうかと思います。 

 これは、別に農地に限らず他の公共施設でも同じなのですが、国交省の小委員会の中でも、

実は、都市計画契約というような仕組みを用意してはどうかという議論があります。契約を

そこで交わすことで農業を続けていただくということをある一定期間担保し、その代わりに、

色々な税制上の話だとか、そういうメリットが付随するというような、中間的な制度です。

さらに、辞めたい時にすぐ辞めれるような農地制度を作るかどうかというように、都市農地

もいくつかのレベルにあわせて考えていくのかなと思っています。当然地域によっても非常

に重要な農地が多い、例えば密集市街地のようなところもあるでしょうし、もう少し郊外に

行けば、農地の他にも緑地や雑木林がまだ残っているので、さほど重要に位置付けるものが

多くもないというようなところもあるので、そのレベルの使い分けは、やはり最終的にはそ

れぞれの自治体が都市計画なり、別の方法でもいいんですけれども、何らかの民主的な方法

で決めていくといったようなものが基本的なイメージなのかなと考えております。 

 少し個人的なことを述べさせていただきました。 

 

○後藤座長 ほかにございますか。 

 

○中井委員 質問というより宿題になると思いますけれども、確かに生産緑地の解除の際に

買取請求で実際に買い取った例は、ほとんどないけれども、買取請求がだめな次には、斡旋

制度というのがあるんですね。これはどれぐらい使われているのかというのが良く分からな

くて、私の知る限りでは、生産緑地を買取れなかったんだけれども、斡旋で他の農業者の方

がそこを使うようになったというのをいくつか事例では聞いています。実際、そういう例が

どれぐらいあるのかというのを是非そのうち教えてください。 

 

○後藤座長 ほかにはございますか。 

 はい。𡌛島委員、お願いします。 

 

○𡌛島委員 先ほどの農地を残すには物納という件なんですけれども、座長がおっしゃって

いたのは、自治体が管理するという感じでしたよね。 

 

○後藤座長 その点については発言していません。そこへ行く前の段階、保全するためにど

うするかという点について発言しました。 
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○𡌛島委員 これは、国税として国へ納めたものも、要するに耕作権と地下権というのを分

けて、それで地下の権利を国に物納すると。そして耕作は農家、農業者、これは誰になるか

分からないけれども、そういうふうにしていけば、国としての農地は減らないと思うので、

是非それを入れていけばいいんじゃないかなと。 

 

○後藤座長 物納というふうに考えたときに、農地利用権と分けて、その上の方を物納する

ということにしたらどうかという話ですね。 

 

○𡌛島委員 下ですよね。 

 

○後藤座長 下は所有し続けて…… 

 

○𡌛島委員 土地を物納して上の耕作を…… 

 

○後藤座長 はい。わかりました。建築物で容積率を満たすという部分を物納するというこ

とと理解しましたので先のように表現しました。 

 ほかには２のところは、はい。安藤委員、お願いします。 

 

○安藤委員 今の物納の話ですが、相続税のための物納なので国税庁に納めることになると

思いますが、それは競売にかけて処分して現金にすることになると思います。国庫に納めら

れた相続財産を国がいつまでも抱えているわけにはいかないという制約がそこには働いてい

ると思います。そうなると物納された農地は、少しでも高く売却したいわけですから、転用

されてしまうはずです。物納農地についてはこの問題があると思います。そこで物納された

農地を自治体が買い取り、国庫にお金を渡さなければならないはずです。ですから、物納農

地の活用といってもそう簡単な話ではないと私は思っており、この点についてはもう少し詰

めた議論をする必要があると考えています。それが今のやり取りで私が感じたことです。 

 それから、中井先生が言われた、契約という考え方は非常におもしろいと思いました。都

市農地が残るためには、相続税納税猶予制度が重要な役割を果たしていますが、この制度は、

オープンスペースとしての農地を確保することと、その農地を耕すことがセットになってい

ます。この両方をセットで同じ人が実施しなくてはならないわけです。そうすると、両者が

別々の人なり主体によって遂行されるような状況を想定できるとすれば、これを切り離した

制度を作れればよいのではないかという話になると思いました、問題は、現在の仕組みでは

両者を切り離すことができないことにあります。そのため都市に農地を残すためには、都市

農家に納税猶予を受けてもらって農地として保持してもらうしかないということになるわけ

です。極端な言い方になりますが、相続税で追い込んで農地に納税猶予を受けさせることで

都市に農地を残してきた、都市農家としてもそれが相続税を下げる手段だったので、ともか

くそれに乗ってきた、その結果、都市に農地が残っている、というようにみることもできる

のではないかと思います。 

 結局、都市農家というのは、自分たちが置かれている状況に対応してきた結果、不動産賃

貸業に支えられながら農業を行うという、割り切れない存在なのでしょう。不動産賃貸業に
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純化しているわけではありませんし、かといって専業農家に徹することも出来ない、そうい

う割り切れない存在であったからこそ、そこに相続税納税猶予制度がうまく機能して都市に

農地を残すことができてきたのではないかと思うわけです。もし割り切れる存在だったとす

れば、あっという間に農地は宅地に転用され、都市計画制度できれいに整序できたと思いま

すが、できなかったわけです。それが今となってみると幸いして、都市に農地が残っている

ということなのでしょう。そういう性格をもった都市農家を前提に、どのような仕組みを考

えたらよいのかという議論をしているように感じた次第です。分かりにくい話となってしま

い恐縮です。 

 

○後藤座長 ほかにこの２番についてございますか。 

 この２番の整理の中で、３ページのところの真ん中ぐらいに、賃貸借を認めるべきという

ことが書かれていますね。それと同時に、４ページのところに、緑農地制度を創設し、また

市街化区内農地の貸付を可能とすべきというふうに、ここにも書かれていますけれども、こ

の両方には何か違う意味があるのでしょうか。２つ書いてあるのでちょっと説明していただ

きたいと思います。 

 

○沖都市農業室長 ちょっと整理が悪かったかもわからないんですけれども、３ページの方

に書いておりますのは、これは土地を出す側から見た仕組みです。もう自分では営農が続け

られなくなった時に、誰かに貸せるような仕組みを作って欲しいと。出来れば、その時には、

法人ですとか、市民農園ですとか、いろいろな、都市農業の多様な機能に貢献するような人

にも貸せるようにしてほしいと、これは地権者の方から見た意見です。 

 一方で、４ページは同じことを書いているんですけれども、借り手の側から整理したもの

です。そういうつもりで書きました。 

 市街化区域内で後継者などが経営を充実させるために、今はなかなか実際上借りられない

生産緑地について借りられるようにして欲しいと、そのような意味で書きました。出し手と

借り手ということで、同じことを書いています。 

 

○後藤座長 わかりました。 

 

○𡌛島委員 これ農地法改正で、市街化区域を除けば当然のことになっておるのに、これは

当然進められないんですか。今から要望しなければならないことなのか。都市計画法改正を

待って、その時に実施すると決まっている話だろうと思うんですけれども。農地法改正で、

これ自身は決まっているんじゃないんですか。 

 

○沖都市農業室長 今、𡌛島委員がおっしゃった農地法改正は、平成 21年度の農地法改正だ

と思います。貸し借りをより出来るようにして、農地の有効利用を進めようという改正です

けれども…… 

 

○𡌛島委員 貸し借りを出来るようにしてというよりも、今までは自作農、それを農地を利

用するという観点から変えたはずなのに、たまたま市街化区域の中だけ外されているんだか
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ら、これは今から考えていかなければならないものなのでしょうか。 

 

○沖都市農業室長 21年度改正の農地を有効活用していこうという基本理念がある一方、都

市計画制度において市街化区域内の農地というのは 10年を目途に宅地化をしていこうと、そ

ういう土地ですので、有効利用すべきだという考え方と相入れない土地であると、そういう

考え方から、市街化区域については、21年度改正で市街化区域外で講じられているような施

策は今適用されていないというふうに考えております。 

 

○後藤座長 市街化区域内の農地は生産緑地でも、農地法にのっとって貸し借りするという

ことは可能でしょう。ただ、出来ていないのは、農振法に基づく貸し借りということについ

て…… 

 

○沖都市農業室長 基盤法に基づくものです。 

 

○後藤座長 基盤法に基づく貸し借りはできないと。そこのところについてどうするかとい

うことについては、この議論の問題、今まさにそういうことも含めて貸し借りがもっと自由

にできるようにしたらどうかという、そういう性格の議論だと理解しているんですけれども。 

 

○𡌛島委員 はい。 

 

○後藤座長 間違いじゃないですよね、その理解で。 

 

○𡌛島委員 はい。 

 

○後藤座長 聞いているうちにだんだん混乱して来ちゃいますが。 

 

○安藤委員 今の話ですが、都市農家が納税猶予を受けて都市に農地を残してくれていると

いう状況があるわけです。しかし都市農家の方々が常に元気で健康だとは限りませんし、病

気や事故など、いろいろな事情で農業をすることが出来なくなってしまうことがしばしばあ

るわけです。そうなればその農地は農地として維持できなくなるわけです。もし、その農地

は都市にとって必要なものだと考えられ、耕すことに意味があると認識されていて、そこに、

耕せなくなった人の代わりになる人がいたとしても、例えば、市民農園として貸してくれれ

ば耕したい人がたくさん出てくるような状況があったとしても、相続税納税猶予を受けてい

る農地はそれを排除せざるを得ないからです。これが現在の問題だと思っております。そこ

で仮に、先程、中井先生がお話しになられた契約が使えるかどうか分かりませんが、転用は

しないので、その農地の耕作は他の人にお願いできる仕組みができると都市農地は救われる

ことになるのではないでしょうか。 

 

○後藤座長 付け加えると、そういう状況が出来ても、相続税の問題というのがあるから、

そういう相続税があっても猶予ができるとか、そういう税制の問題ももう一つセットになら
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なければ、市街化区域内の農地についていうと、賃貸借がスムーズに行われるようにはなら

ないということだと思うんです。 

 ほかのところについてでも結構ですので、２について議論があれば是非お願いしたいと思

いますけれども、よろしいですか。 

 それでは、３に行って、先ほどちょっと出かかったんで、ここについてはいろいろあるか

と思いますけれども、３の都市農業の振興・都市農地の保全に向けて必要となる取組につい

て、議論をお願いしたいと思います。 

 加藤（篤）委員、お願いします。 

 

○加藤（篤）委員 都市農地の保全に向けて必要となる取組という意味で、やはり今の制度

は、使ってみて生産緑地も納税猶予も、人に付いているんですよ。農地を誰かに貸したとし

ても、結局その制度の根本になるところが人についているので貸借が出来なかったりとか、

納税猶予が繰り越せなかったりするわけで、出来れば制度が農地に付けばいい。だから、都

市計画の制度になってしまうかもしれないけれども、その時に我々農業者にしてみれば、い

かに相続をまたぐために相続税を払えるようなシステムが出来るか。先ほども言ったような、

底地を買取ってくれるような制度があれば、そのまま都市農業振興の資産として残っていく

ようなイメージがあるんですけれども、そういうことに関してはどうでしょうか。意味分か

りますでしょうか。 

 

○後藤座長 途中までは分かったつもりですけれども。最後のところがちょっと分かり難い

のですが。土地についてという意味は、要するに相続が起きても、それを人に貸しても、農

地として存続している限り、相続税の納税猶予は受けられるようにしてほしいという文脈で

理解できることですよね。 

 

○加藤（篤）委員 そういうことなんです。 

 

○小林委員 いずれにしても、農地法で自作農創設の精神がずっと来たから、やはり、今、

加藤（篤）委員が言うように、生産緑地も猶予制度も人について回っているわけですよね。

今度、農地法が改正されてあの精神が取っ払ったということは、もうそういう意味がなくな

ったわけですね。だから、そういう前提があることと、それからこれだけ時代が変わってく

れば、果たして市街化区域内の農地なんていう必要があるのかどうかの議論をすればいけな

い状況もあるような気がするんです。だから、その２つが今までネックとなっている。特に

農地法が改正されるまでは、やはり転用とか何とか非常に厳しく、開放した代わりにあなた

方は大事に農地を最後まで持っていかなきゃいけないんだよという精神だからそういうふう

になってきたんで、それを平成 21年に改正されたわけですから、だからその辺もやはり前提

に置かないと、これから議論をしていく上にはまずいだろうと思いますね。 

 

○後藤座長 事務局、どうぞ。 

 

○三浦農村政策部長 確認ですが、21年度農地法改正での農地転用のことについて触れられ
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ましたが、21年改正で規制が取り払われたというふうにも聞こえたのですが。 

 

○小林委員 いや、そういう意味じゃなくて、事業別に何でも、要するに自作農創設という

精神はないんだからそんなに人に付いて回らなくても、要するに農地というサイドでもっと

考えてもいい。そうなってくると、利用権とか何かもおのずと出てくるだろうと思います。 

 

○三浦農村政策部長 21年改正で農地転用規制の方はむしろ厳しくなっております。都市農

地の保全に関する課題を考える上で、税制の問題が必ずついて回るという場合、各土地利用

区分に応じた税制上の取扱いの違いというのは、主として農地転用規制のあり方、農地転用

規制がどのようにかかっているかというところから発しているところがかなり大きくなって

おります。お配りした参考資料２の５ページ、６ページに各区分に応じた基本的性格、開発

に関する規制、それに対応した税制のあり方が示されておりますので、そちらの方も見てい

ただけたらということを付け加えさせていただきます。 

 

○後藤座長 加藤（篤）委員の言われたことは、３ページのところの真ん中に書かれている

点と問題意識としては同じなんですよね。相続税納税猶予の終身営農の規定は、後継者にと

って大きな重圧となるので、法人に貸す、市民農園に貸すということも含めて、賃貸借を認

めるべきである。しかし賃貸借を認めても相続税納税猶予というものが続くような形にしな

ればだめなんですという、その問題意識としては、ここに書かれていることと同じなのでは

ないかと思います。それを人ではなく土地にというふうに言われたわけですが、内容的には、

ここに書かれていることと同じ意味なのではないかなという理解をしましたけれども。 

 

○加藤（篤）委員 そういうことです。畑のままでいるんだから、畑が大事だということで、

畑なんだからそれでいいじゃないかと。それを維持するためにどういう方策があるのかお願

いしますよという話です。 

 

○後藤座長 ３ページの真ん中あたりに書かれていることはそういう理解でいいですね。 

 

○實重農村振興局長 今のお話しは、結局生産緑地の要件ということと繋がってくると思う

んですね。これは農地として使うものとなっていますので、そうすると生産緑地の要件とし

ての終身営農を勘案すべきだというご意見という具合に繋がると思うんですけれども。それ

については、国土交通省はどう考えるか、それからどういうご議論があるのかということが

もしあれば教えていただきたいと思います。 

 

○後藤座長 はい。国土交通省、お願いします。 

 

○国土交通省 今までの議論は、先ほどの中井委員からのご発言とも関連しますが、生産緑

地制度と税制の議論を分けて考える部分だと思っております。 

まず、生産緑地制度ですが、都市の内部にある農地の持つ有効な機能に着目して地域地区

として都市計画決定をいたします。農地に着目しているわけです。したがって、加藤（篤）
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委員からご発言のあった、人に着目しているものではありませんが、制度上、人に着目して

いる点が２点あり、まず指定をするときに同意が必要であるという点が１つ、それから、主

たる従事者の方が色々あったときに、権利救済という観点から買取り申出が出来る、この２

点があります。 

 また、制度構成上も、都市計画上残すべき土地ということから、営農をしていただくため

建築行為などの行為制限を課させていただくという構成になっているものです。 

 一方、今、局長からご質問のあった税制の話は、また別の観点から議論がなされるものな

んだろうと思います。これは、先ほど沼尾委員からありました商店街とコミュニティの関係

のお話とも関連します。例えば、都市計画の中で生産緑地地区として決定されていても、買

取申出があって、買い取られずに行為制限が解除された時には、宅地価格として転売がされ

るというのが通常です。税制の取り扱いについてはいろいろご指摘、ご批判はあろうと思う

んですが、この場合、平たく言えば宅地並みの資産価値を残しながら、税の特例を設けてほ

しいという議論になってしまいますので、そこはなかなか私共も解決策が示せないで苦しん

でいるところと、こういう状況です。 

 

○後藤座長 ３について、本来ここをもう少し内容を豊かにするということがすごく大切な

点だと思います。都市にふさわしい農業はどういうものかということを明確にしながら、そ

れを実現するために、どんな施策の展開があり得るのか、どういうものを充実させていかな

くてはいけないのかということが一つの大きい重点で、そこが３のところにいろいろ書かれ

ていることだと思います。この辺をさらに議論して、膨らませるなり、補強していただけた

らというふうに思いますけれども、いかがでしょうか。 

 𡌛島委員、お願いします。 

 

○𡌛島委員 ３の一番最初の、都市住民が多面的機能について実感できる状況になっていな

い。これは、私も少し申し上げた部分であるとは思うんですけれども、これは現実としてそ

うなんだけれども、要は概ね 10年以内に宅地化すべきと、早く売れと、税制において、ここ

では農業をやっているところじゃないという、そういうこと自身が農業を振興する気がない

という意思表示だったので、元々が。それで、まともに耕作できないから、都市住民がそう

いう機能を、農業ってあってほしいなと思えるような状況になっていないということなので、

何かこの書きぶりでは少し違うようにとられそうな気がします。事実はそうなんですよ、事

実は。現在、耕しているのか何しているのか分からないようなところで感じ取れないと。こ

れは都市部の農業、人が住んでいる一番消費者が沢山いる部分で農業は振興すべきじゃない

という、この施策がこうしてきたということを言っておるので、それをもう少し分かるよう

にしておいていただきたいと思います。 

 それと、２の部分についてちょっとお願いしておきたいんですけれども、物納に対する規

定といいますか、先ほど安藤委員から、それは現金化しなければならないという、こういう

部分があるんですけれども、本当に物納の精神が元々そこから発しているのかどうか、それ

を一度きっちりと調べていただきたいなと思います。 

 以上でございます。 
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○實重農村振興局長 これは、ちょっと理解醸成の必要性のところですが、実感できる状況

になっていないと、実感できるように理解を深めるような努力をして、それが施策や制度改

善を支持する、ここに繋げていかなくちゃいけないという具合に矢野委員がおっしゃったと

ころだと思います。それで、𡌛島委員のご意見も両面あろうと思いますので、そこについて

は書き分けてはどうかなという具合に思いました。 

 

○後藤座長 どうでしょうか。榊田委員。 

 

○榊田委員 今までとは、ちょっと基本的なところでお話しをさせていただきたいんですが、

やはり農業振興策という前に必要な取組として、以前、加藤（義）委員から都市農業基本法

というのが必要なんじゃないかという話が出たこととも絡むんですけれども、多面的機能を

活かした農地を残していくといった時に、地域づくりと都市計画の中で農地を位置付けてい

ただくという時に、都市計画というと必ずゾーニングをしながら、ここは何ゾーン、何ゾー

ンという形でゾーニングをしていくわけですけれども、都市の場合は既に残っている農地、

分散している農地を基本にこれからどうしていくかということを考えなければならないとい

うのは難しいところなのかなと思うんです。例えば、防災機能とか、教育機能とか、コミュ

ニティ機能というものを考えると、分散しているということの方が強みになるんじゃないか

なというふうに私は思っていて、そういう意味では、それぞれの自治体が地域、土地利用計

画の中で農地を位置付ける時に、分散している農地のエリア毎に、この農地はどういう機能

の農地として考えていくかというのを実際に営農している人たちとも話し合っていけるよう

な、そういうことが出来るといいなと私は思っています。その上で、先程言ったように、例

えば福祉型の農園であれば、今縦割りでなかなかこういう集団と組んでとか、福祉関係の人

が農地を利用しようと思うとなかなか助成対象にならないとか、いろいろな問題があるので、

その機能をきっちりと発揮できるような施策を組み立てていくということを考えていただけ

ばというふうに思います。 

 

○後藤座長 ありがとうございます。 

 寺西参考人、お願いいたします。 

 

○寺西参考人 先程から色々な話が出ているんですけれども、３番のところのそれぞれの項

目の中で見ていても、私ども、前回、組合長が話をしていましたけれども、名古屋市自体は、

宅地化を促進するために早くから土地区画整理事業に取りかかって、宅地化を促進するとい

う行政の中の施策をとっていました。市街化区域内農地というのは非常に細かな農地になっ

てしまい、生産緑地での対応については非常に東京や大阪の方と比較されると少ないという

感覚を持っています。そういう意味では、それが幸か不幸か良い場合もあれば、悪い場合も、

結果として残っています。先程からの防災機能の中では、例えば 100ｍ道路という道路の下

に防水機能のための施設を作らなくてはならない、都市の中でため池を道路の下に何百億円

かけて作っています。そういう機能の維持管理にもかなりのお金がかかっています。そうで

はなく、水田の多面的機能で十分耐えられる能力はあるんだということは、今までの話の中

でも実証されているところだと思います。ただ、こういった中で、それぞれの価値判断とい
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うのが多分違うと思うんです。ですから、こういった書類を見ていても、利用的価値のある

農地のものと、補完的価値のある農地と、景観的な価値のある農地という、それぞれの価値

の中の価値基準というのは、全部違うんです。先程のチャートの中で話があったように、そ

れぞれの生産者の持っている価値というのは、景観もそうですし、補完機能も全部含めて持

っている。利用価値が一番高いのは利用的価値が高い農地であって、それに対してどういう

税制の問題を考えていくのかという整理の仕方をしていった方が早いと思います。当然利用

価値の問題については、生産者の問題もあれば、後継者の問題もあり、市民菜園の問題も当

然出てくると思うんです。また補完的機能でいえば、防災や震災対策とかそういった問題も

出てくる。景観については、やはり緑の維持という点について、都市緑地で考えれば名古屋

市は低いのでそういう意味では大切だということをよく理解しています。これから、こうい

ったところも含めて我々農協の立場で生産者をいかに維持して、その都市農地を守るのかと

いう価値を高めるということを論点に考えていった方がいいと思っています。 

 以上です。 

 

○中井委員 本当は、２の課題のところで言った方が良かったかもしれませんけれども、市

街化区域内の都市農地が比較的きっちりと維持されているというのは、一方で不動産経営に

よってある程度安定的な収入があると、だからこそ農業の方にもそれだけ出来るということ

なんだろうと思います。 

 ところが、不動産経営の方が、都市の郊外部の需要は非常にこれから減退をしてくるとな

ると、これまで安定的な収入をもたらしてきた不動産経営が、今後も必ずしもそのまま続く

とはちょっと考えにくい状況になると思います。そうすると、農家の方がやられている不動

産経営という部分をどう考えていくのか、人口減少からいくともう余り宅地開発自体は必要

がない場所が多くなるだろうし、今あるアパートも多分空き家がかなり出てくるといったよ

うな中で、ある程度不動産経営による収入を安定させていかないと農地も維持できないとい

う構造がだんだん成立しなくなってくると思われます。これまでは、都市の縁辺部の宅地需

要が比較的高かった、高どまりであったのでそういう構造が維持出来ていたわけですけれど

も、ちょっとそれについては、かなり深刻というか、今すぐどういうことが答えになりそう

なのかが思いつかないので、課題ということになりますけれども、指摘をしておきたいと思

います。 

 

○後藤座長 ほかにございますか。 

 私から２点。１つは、国土交通省の小委員会の議論でも、要するに集約型の都市構造にし

ていく、つまり市街化区域の中をベタに全部市街化していくという時代じゃなくて、その市

街化区域内の中でメリハリを付けていくという議論をされているわけですね。そうすると、

例えば、生産緑地について、今は、環境に良いということと、それからゆくゆくは公共用地

のたね地として書かれていますけれども、そのたね地という意味もこれまでよりも柔軟に考

えて、こういう構造を作っていくためには、やはりあらかじめ予備としてそういうことが自

由にやりくりできるような農地を持っておくことが必要になってくると思います。そういう

ことも視野に入れて農地保全を考え、買取請求への対応やあるいは物納の問題なども考えて

いく必要があるのではないかということが１点です。 
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 それから、もう一点。６ページの最後のところに、都市計画上の都市農地の位置付けを明

確にするという項目があります。ここに書かれているように国交省は都市計画法制上に都市

農地をきちんと位置付ける、そうしてそういう農地について農水省はきちっとした農業振興

施策を展開していくということを行うためには、やはり両方の官庁が都市農地、都市農業に

関して共通の認識を持つことが必要です。前回ですか、加藤委員は都市農業振興法というふ

うに言われましたが、また東京都の振興計画では都市農業基本法をと書いていますけれども、

そのような共通の理念を明確にした上位の法律が必要ではないかと思います。現在の都市の

農地や農業が、先ほど議論があったように、十分そういうレベルに達しているかどうかは別

にしても、特徴のある農業であることは多くの委員が発言されていることだと思いますので。

そういう性格付けを明確にした上で、だから都市計画サイドは都市計画としてきちんと位置

付けで残していく必要があるし、農業サイドは、その上で、農業振興を図っていくという仕

組みが必要なんじゃないかと思います。都市農業振興法という提起もありましたので、その

こともこのまとめの中には書いておいていただけたらと思います。 

 ほかに何かございますか。 

 はい。安藤委員、お願いします。 

 

○安藤委員 的外れな話かもしれません。都市計画制度の問題です。都市部で人口減少が進

んでいるということですが、そうなると、これまでは農地から宅地への一方通行だったわけ

ですが、今後は宅地から農地ということも考えられてよいのではないかと思いました。これ

は相当長期的な課題になるとは思いますが、場合によっては、そうした対応が必要になって

くるのではないでしょうか。 

 特に、人口の減少が著しい大都市の周辺部では大きな問題となっているのではないでしょ

うか。また、森ビルさんのような開発が入りにくい、ブランド価値があまりない都市の中心

部の老朽化した地区をどうやってまとめて整理するかという時に、宅地を農地に代えてオー

プンスペースを創出していくということは、検討されてもよいのではないかと思います。こ

れは農業問題というよりも都市計画サイドの問題ではありますが。そうした老朽化した住宅

や地区が相当な外部不経済を周りにもたらしているとすれば、その分のお金を支払って街の

修復を行ってもよいということに一応なるはずですから、こうしたことも考えられてよいの

かなと思います。もちろん税金の問題が絡んできますが、今後はそうしたとも視野に入れて

いただけるとありがたいと思いました。 

 

○後藤座長 加藤（義）委員、お願いします。 

 

○加藤（義）委員 先ほど後藤座長から都市農業基本法についてお話しがありましたけれど

も、私も是非、基本法を作っていただきたいと思う一人であります。市街化区域内農地、先

ほど小林委員からも話がありましたけれども、私もこの言葉が余り好きではなくて、我々は

江戸時代からずっと続いて脈々と農業文化を繋いできたわけで、やはりそういうことも含め

て農業基本法の中にしっかりと入れていけば、農業の価値観、もっと周りから見る意識とい

うものも非常に変わってくるし、農業後継者の意識も国がしっかり制度化して、義務もある

けれども、その代わり責任も義務も果たすんだというような、そういうものをしっかりと作
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っていくことが、今後大きく変わっていくのかなというふうに思います。 

 その中身については、まだまだこれから議論の余地はありますけれども、まずは法律をし

っかりと作って制度化していただくということがまず第一だというふうに思っております。 

 

○後藤座長 小林委員、お願いします。 

 

○小林委員 先ほど、中井委員が言われたことは僕は非常に重要だと思うんです。人口がだ

んだん減っていって経済も発展をしないで、デフレがこのまま続くということになると、本

当に空き家がどんどん出てくるわけです。そして、今まで都市農業、東京の農地がここまで

残ってきたというのは、やはり資産管理が出来たということで、これは絶対否定できないわ

けです。だから、所得から見ると兼業だけれども、労働の実態から見れば間違いなく専業農

家なんですが、この現象を僕は大変な問題だろうと思うんです。そうなってくると、やはり

大きな社会問題として、今まで資産管理をやってきた部分があって、一方では本当にかけが

えのない農地が大した目的もなく潰されて、それで 20 坪、30 坪の住宅がどんどんどんどん

出来ていく。これは本当に社会現象としてはおかしなことだから、この辺もやはりきちんと

将来の見通しの中で考えていかないと、税制も大事ですけれども、きちんと視野に入れて考

えていく必要があるような気がします。 

 

○後藤座長 先程も出ていた、都市農業振興法というような議論に関わって補足的に発言さ

せていただきたいんですけれども、例えば農林水産省の政策でいくと、認定農業者制度など

は施策を展開していく時に非常に重要な条件となってきていますよね。しかし都市農業では

そのまま適用することは難しいし望ましいわけでもないと思います。やはり都市の農業とい

うのは、一般の農業と違う特徴を持っていますので、そのことを明確にする都市農業に関す

る基本法のようなものがあれば、都市に相応しい認定農業者のあり方ということも、それを

根拠に具体化できると思います。それは一つの例ですが、都市農地・農業の特徴や意義、保

全の必要性など謳った法律が出来れば、それを根拠にしてその後のいろいろな施策の展開が

スムーズにいくということがあるのではないでしょうか。 

 

○榊田委員 大阪はつくっていますよね、大阪版認定農業者制度を…… 

 

○後藤座長 そうですね。野岸委員、お願いします。 

 

○野岸委員 座長の方から話がありましたけど、大阪の方では、大阪版認定農業者というこ

とで、年間の所得であったりとか、そういったものをハードルを下げた形で認定を受ければ、

大阪府の補助であったりとか、そういう経済面での支援が受けれるというようなこともあり

ますので、認定農業者、全国統一な形ではなくて都市農地、都市農業があるところには限定

した形でそういったハードルを下げるなり、そこでしか出来ないような農業というのがある

ので、そういったものもやっておられる方を認めていくということも必要かなと思います。 

 それと、先ほど言われていました相続税納税猶予のところでも、農地に対して猶予を受け

るというのも私は良いかなと思います。 



- 29 - 

 というのも、今、都市農地でいくと、農業をやっておられるのはもう 70代から 80代、そ

れぐらいの方が農地を守っておられます。その息子さん方になると、40代、50代の方は、働

きに行っておられて土日だけを手伝われるというような状態です。今の、農家の方が代替わ

りした時には、実際は農業をやっておられませんでしたので、その時に相続税納税猶予を受

けるのかどうかというところにも関わってくるんですけれども、農業経験がない者であれば、

営農を終生やっていくというのは難しいという意味からもう手放そうかというようなとこ

ろ、宅地化していくか土地利用を図っていこうかというような形で農地が減っていくという

こともありますので、農地の形態をとっておれば納税猶予が受けられるというような制度が

出来れば、農地として都市部で農地をそのまま保全していけるのではないかなというような

ことも考えております。 

 以上です。 

 

○後藤座長 あと二、三分ありますけれどもよろしいでしょうか。 

 加藤（義）委員、どうぞ。 

 

○加藤（義）委員 一番最初の提案の中で、私も大阪の認定農業者制度を是非見本にしてい

ただきたいということを言ってきましたけれども、やはり都市の中の役割、先程も出てきま

すけれども、食育とか、防災ですとか、景観、コミュニティですね、こういったものももっ

と都市ならでは評価していく、そういう認定農業者がいて然るべきだというふうに思ってい

ますので、ぜひ都市版の認定農業者制度を考えていただきたいと思っております。 

 

○後藤座長 はい。 

 

○矢野委員 今日、最初の１のところで少しご意見があって、都市農業ということを考える

前段として、都市にとっての農業、農地とか、それから都市のあり方そのものの問題や、暮

らしにも関わってくるというところで、国土交通省の都市計画と、それからここでやる都市

農業のあり方との関係性が非常に重要になってくると思うんですけれども、先ほど都市農業

基本法の話も少し出ましたが、そういった大前提となる農業そのものの個別課題ではなくて、

まさに都市の生活の問題として農業をどう位置付けるかというところは、１と関連して３の

ところでも考え方として入れ込んでいかなければならない問題かと思っています。 

 それから、この間、都市というと、どうしても東京にいる者にとっては東京の農業を前提

として考えてしまうんですが、大阪や名古屋といった都市にしても、それぞれの地域性があ

る中で、どういうふうなところを共通項として都市農業として括るのか、その辺も一定整理

をしていくことが施策を考えていく上では重要になってくると思っております。 

 以上です。 

 

○後藤座長 どうぞ。 

 

○實重農村振興局長 今日お出しした資料は、今までの委員のご意見を余りストーリーとい

うことのようなことは考えずにランダムに整理いたしまして、それをお出ししただけだった
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んですけれども、大変、それぞれのご専門の分野から深いご意見をいただきまして、議論が

今回だけでも相当深まったような気がいたします。 

 いただいた意見で十分反映してなかったところにつきましては、これを修正して、さらに

整理させていただきたいと思いますが、いずれにしても、ご議論は都市農業、都市農地とい

うものをどう位置付けていくのかというところに、１、２、３を通じて関わっていると思い

ます。これをそれぞれ掘り下げていくといろいろな違いがありまして、総論ではシンプルに

見えても各論としては大変難しいなという感じがいたします。 

 総論に関わるご議論で、基本法を検討してはどうかという意見をちょうだいしております。

これは考えてみますと食料・農業・農村基本法があり、そこに都市農業ということが書いて

あります。それから、例えば中山間地域の方々にとっては、それでは中山間地域農業振興法、

基本法を作ってもらいたい、あるいは近郊農業、それから純農村、それぞれありますので、

それをまとめたものが食料・農業・農村基本法だと思います。その中に１条、都市農業があ

るわけでありますけれども、それに基づいて、農水省は、５年に１回、食料・農業・農村基

本計画を作っております。この中にも、都市農業という項目を立てさせていただいています

けれども、これが農業政策の憲法でありますので、そこをどういう具合に充実していくのか

というところが課題なのかなと思いました。 

 それから、やはりご議論としては、圧倒的に土地の問題ですので、土地法制です。ここは

都市計画法のご議論もあると思いますし、私共の世界では農地法、その上位法として農業振

興地域整備法があるわけでございまして、これらのあり方について、国土交通省とも歩調を

合わせて検討していかないといけないわけでございますが、委員の皆様のご意見をいただき

ながら、今後検討を深めていきたいと思っております。どうもありがとうございます。 

 

○後藤座長 どうもありがとうございました。 

 それでは、予定していた時間をちょっと超えましたけれども、ほぼ意見を出していただき

ましたので、今日はこれで終わりにさせていただきたいと思います。 

 それでは、事務局にお返しします。よろしくお願いいたします。 

 

○田中都市農村交流課長 本日も、長時間にわたりご議論いただきましてありがとうござい

ました。 

 いつものように、提出いただいたご議論につきましては、議事録として取りまとめて、農

水省のホームページで公開いたしますので、事前にご確認をいただきたいと思っております。 

 それから、次回の開催でございますけれども、現在、委員のそれぞれの先生方の日程の調

整をさせていただいておりますので、また、ご案内を差し上げたいと思いますのでよろしく

お願いいたします。 

 以上をもちまして、閉会とさせていただきます。ありがとうございました。 

 

午後 ６時００分 閉会 


